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こと（田中, 2005, p21）。 













































































































                                                  
5 この点に関しては Goodley と Moore による精力的な研究が参照される。例えば、2000
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府負担が大きく社会統合も達成されにくいなどの特徴が指摘されている（鈴木, 2002; 遠山, 
2004）。 
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 厚生労働省（2009a）より発表されている 2008 年 6 月 1 日付の雇用率は、公的機関全体
の実雇用率は 2.17％であり、民間企業（56 人以上規模）全体の実雇用率は 1.63％である。




省, 2008）。民間企業における雇用率の推移を図 1 に示す10。 



























が職務遂行能力を獲得するための仕組みが存在しない点（Wehman, 1981; 富安, 2001）、雇
用支援制度が不十分である点（相沢, 2003; 志賀, 2004; 竹前, 2002）、社会組織がインペア
メントのある人々のことを考慮しないために活動の不利益や制約が引き起こされている点










                                                                                                                                                  
率が急激に増加しているように見えるが、実際の人数としてはそれほど増えていない。 
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「障害を持つアメリカ人法（Americans with Disabilities Act of 1990; 以下 ADA 法）」と
いう連邦法がある。この法律では、職務に伴う本質的な機能に関して、資格のある11障害者
                                                  
11 この「資格のある」という語は”qualified”の訳であり、職務に伴う本質的な機能を遂行
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（Bolderson, 1980）や、1960 年代の障害年金受給者統計を分析したイェリン（Yelin, 1992）












                                                                                                                                                  
できる障害者を指している。この訳語ゆえに誤解が生じたという指摘がある。 
12 例えば八代・富安（1991）ADA（障害をもつアメリカ人法）の衝撃 学宛社 
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機能や能力の問題が生じない別の労働概念を形成し、これを実現する取り組みが必要とさ






















                                                  
13 http://homepage2.nifty.com/yous/aznokai.htm （最終アクセス日：2009 年 12 月 3 日） 









16 「堀田節子さんＮＨＫ就労闘争」は、次に述べる NHK の待遇に抗議する運動である。




































                                                  
17 三項随伴性とは、刺激-反応-結果の 3 つを一連のものとして捉える行動分析学においては
重要な視点である。多くの社会科学者によって S-R 理論と誤解されているが、行動分析学
の観点において重要とされているのは行動に随伴して生じる結果である。行動分析学の代
























































































































                                                  
20 詳細に関しては、READホームページhttp://www.read-tu.jp/を参照されたい。 
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した 3 媒体の資料を分析する際の手がかりとして援用する。 
 
2 方法 












                                                  
21 Microsoft Excel によって作成された「青い芝ノート」と題されるファイルである。1957





































るのはこのためだ。（『あゆみ』35 号, 異端の落とし胤, 1976） 
 
 一方で、「働くものは障害者とは認められない」など、先鋭化していく主張に対する反対

























ゆみ』41 号, 全国青い芝の会, 1978）。 
 














を押えなければならない（『季刊福祉労働』10 号, 姫岡, 1981）。 
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 第 2 章 労働とは何か 
主観的な思いを超え、実際の運動と運営における決定的な差を作り出している（『季刊福
















































































































































も 1985 年の 848 ヶ所から 2006 年の 2294 ヶ所までは増え続けている（図 1）28。 
                                                  
28 社会福祉施設等調査の結果に基づき作成。1999 年までは身体障害者更生援護施設の数。
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3.3 1990 年代 労働をめぐる議論の停滞 
1990 年に入ると、労働そのものに関する議論から差別禁止のあり方へと、議論の方向を
変える出来事が起きる。それは 1990 年に ADA 法が制定されたこと、そして 1993 年から


































 第 2 章 労働とは何か 
障害者の 10 年」が終わり、新たに 1993 年から 2002 年までを「アジア太平洋障害者の 10

































このころから増えていく（例えば清家, 1996; 大久保, 1997）29。そして障害者労働が称揚
                                                  
29 他にも 1999 年雑誌「リハビリテーション」における「障害者の雇用と就労」特集が組ま
 37


















体なんであろうか（『季刊福祉労働』81 号, 木村, 1998）。 
 
3.4 2000 年代 健常者から問い返される労働 
2000 年に入ると季刊福祉労働には、様々な職場に就職した障害当事者が、その現場の様














                                                                                                                                                  
れるなど、1996 年以後障害者の労働は医療-福祉分野の一大トピックとなっていく。 
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かたない（『季刊福祉労働』81 号, 小島, 1998）。 
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この疑問を解明するため、続く第 3 章では「自立」の変遷について確認する。 
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30 本稿は、2007 年に発表した｢『自立』ということば『共生』ということば｣ YMCA 総
合研究所研究フォーラム報告書 1. 3-17 の内容を大幅に加筆し修正したものである。 
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31 「『意味』という語によってこの語に〈対応する〉ものを指し示すのであれば、この語は
語法に反して用いられている…語の意味とは、言語内におけるその慣用である（ヴィトゲ


































                                                                                                                                                  





























































いては度外視する。検索対象は、各データベース収録開始日（朝日新聞は 1926 年 1 月、読









3.2 分析Ⅰ 数量的分析 
3.2.1 「自立」という言葉を件名に含む記事数 
朝日新聞 文末資料 1 に図 1 を示す。図 1 上段のグラフにおいて数値の添付されている太
い実線は、朝日新聞における「自立」という言葉を含む記事（以下、自立記事）の数を確
認した結果である。グラフの縦軸に示されているのが、朝日新聞に載った年間記事数であ
る。横軸は年を示している。純粋な記事数を実線で示している。検索の結果、1926 年 1 月
～2007 年 12 月の間に掲載された「自立」を含む記事総数は、4726 件存在することが明ら
かになった。 
                                                  
37 当初毎日新聞記事データベース「毎日 news パック」も検討の対象としていた。結果、「自
立」を含む記事は、1948 年 1 月～2007 年 12 月の間に掲載された 1108 件であった。「自立」














図 1 上段のグラフからは、収録期間開始年である 1926 年以後、年に 1 件から 3 件紙面に
取り上げられる程度であった「自立」という言葉が、1945 年以降取り上げられる頻度が徐々
に増加してきていることが分かる。1948 年に 13 件、1950 年には 27 件と徐々に増加して
いき、1953 年の 37 件をピークにその後 1955 年 13 件、1957 年に 8 件と増減している。そ
の後、年に 1 件から 3 件紙面に取り上げられる状況が続いた「自立」を含む記事数である
が、1965 年以後、再び記事数が伸び始める。1965 年に 9 件、1971 年に 18 件、1973 年に
23 件、1977 年に 32 件、1981 年に 53 件とピークをむかえ、その後減少し、1987 年には
再び 0 件となる。しかし、1988 年になると再び「自立」を含む記事数は復活し、これ以降
現在にかけては増加の一途をたどる。1992 年以降「自立」を含む記事数は 100 件を超える
ようになり、2006 年においては 373 件となっている。 
                                                  





1926（昭和 1）年 15 字×χ1926列×13 段×（10 頁＋10 頁）＝2730χ1926 
1947（昭和 22）年 12 字×χ1947列×15 段×（12 頁）＝360χ1947 
1956（昭和 31）年 15 字×χ1956列×15 段×（7 頁＋4 頁）＝2475χ1947 
1964（昭和 39）年 15 字×χ1964列×15 段×（16 頁＋8 頁）＝5400χ1964 
1987（昭和 62）年 15 字×χ1987列×15 段×（24 頁＋14 頁）＝7560χ1987 
2007（平成 19）年 11 字×χ2007列×15 段×（36 頁＋26 頁）＝10230χ2007 
一段行数が 81 年間の間に変化していないと仮定するならば、2007 年の総記事量を 100%
とすると、それぞれ 1926（昭和 1）年 27%、1947（昭和 22）年 4%、1956（昭和 31）年
24%、1964（昭和 39）年 53%、1987（昭和 62）年 74%、の相対的記事量ということが予
想される。つまり、図 1 に示した 1926（昭和 1）年の記事数は 3.7 倍、1947（昭和 22）年
の記事数は 28.4 倍、1956（昭和 31）年の記事数は 4.1 倍、1964（昭和 39）年の記事数は
1.9 倍、1987（昭和 62）年の記事数は 1.4 倍して 2007（平成 19）年の記事数と比較するこ
とが可能ではある。本調査においては、このような数値に基づいて補正した結果を一旦点
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 図 1 下段のグラフにおいて数値の添付されている太い実線は、読売新聞における自立記
事の数を、新聞記事の数から確認した結果である。グラフの縦軸に示されているのが、読
売新聞に載った年間記事数である。横軸は年を示している。検索の結果、1877 年 1 月～2007
年 12 月の間に掲載された「自立」を含む記事総数は、2361 件存在することが明らかにな
った。図 1 下段のグラフからは、収録期間開始年である 1877 年以後、年に 1 件から 3 件紙
面に取り上げられる程度であった「自立」という言葉が、1945 年以降取り上げられる頻度
が徐々に増加してきていることが分かる。1948 年に 15 件、1951 年には 26 件と徐々に増
加していき、1953 年の 30 件をピークにその後 1954 年 19 件、1959 年に 0 件に減少すると
いう山が見られる。その後年に 10 件前後紙面に取り上げられる状況が続いた「自立」を含
む記事数であるが、1973 年に突如 65 件と記事数が増え、その後、1975 年に 21 件まで一
旦落ち込むも徐々に増加する傾向にある。1982 年の 58 件、1993 年の 80 件、1998 年の 89
件、2001 年の 96 件と全体的に増加の一途をたどりながら、細かい上下を繰り返している。
近年は、2004 年に 104 件、2005 年に 114 件と「自立」を含む記事数はピークを迎えるが、
2006 年以後は一旦沈静化している。 
 以上の結果より、朝日新聞･読売新聞双方の記事において「自立」を含む記事は、概ね 1947
～1956 年、1965～1977 年、1978～1987 年、1988～2007 年と 4 回に分けて増減し、記事
総数は年々増加の一途を辿っている事が明らかになった。そこで、以下に続く分析におい
ては、本節の結果である 4 つの増減期間にもとづき、分析対象期間を第 1 期:1926～1959
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み込んだ。その後、第 1 期:1926～1959 年、第 2 期:1960～1977 年、第 3 期:1978～1987





図 1 上段のグラフからは、まず第 1 期において自立する主体として取り上げられていた
対象は、「国」であることが分かる。1947 年に 7 件の記事が載って以後、徐々に記事数は
増え、1950 年と 51 年に 25 件とピークを迎え、翌年 15 件まで頻度は低下するが、1953 年
には 35 件とさらに増加している。その後徐々に記事数は減少し 1957 年には 1 件にまで減
少した。 
第 2 期において自立する主体として取り上げられていた対象は、引き続き「国」が挙げ
られる。記事数は 5 件から 10 件の間を上下しており、1973 年に 16 件と「国」の自立が突
出して多く説かれている。 
第 3 期になると、「国」は 1985 年を除き、他の自立する主体として取り上げられる対象
と比較して低い件数となっている。一方「国」に代わり自立する主体として説かれるよう
になった存在は、「女性」と「障害者」である。「女性」の自立に関する記事は、1979 年 1980
年の 12 件、1982 年の 24 件と一時ピークを迎えている。「障害者」の自立に関する記事は、
1981 年に突発的に 21 件の新聞記事が紙面をにぎわした後、毎年 5 件前後の記事が新聞に
取り上げられるようになっている。 
 第 4 期に入ると、自立する主体として取り上げられていた対象は、ほとんどの記事が「障
害者」となる。1988 年の 16 件を皮切りにぐんぐんとその記事数は増加し、1992 年の 69
件、1997 年の 81 件、1998 年には 111 件もの記事数が紙面に登場し、分析Ⅰで見られた自
立という言葉を含む記事総数の増減を一手に担っていることが分かる。2000 年以後、50 件
前後に落ち着いたかに見える「障害者」の自立記事件数であるが、近年は 2005 年の 155 件、
2006 年の 191 件、2007 年の 111 件と増加している。また、分析Ⅰでみた「自立」を含む
記事総数の推移と、「障害者」の自立に関する記事件数の推移はきれいに同じ動きを示す。 
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っている。しかし、その件数までには及ばないにしても、2000 年以後自立する主体として
多く紙面に登場するようになった存在として、「地方」と「若者」が挙げられる。 
 「地方」の歴史は比較的古く、1979 年（第 3 期）に一度 13 件の記事が紙面に載せられ
た。その後 1992 年（第 4 期）に 15 件が紙面をにぎわした後、徐々に記事数を増やし、1997
年に 32 件、2002 年に 46 件、2003 年の 103 件、2004 年の 105 件と、一時は障害者を凌ぐ
勢いで記事数を増やした。その後 2007 年までは、60 件前後の地方の自立が、紙面で説か
れている事になる。 
 一方「若者」の方は、第 4 期以前はほとんど議論されていない。第 2 期において、「孤児」
の自立と横並びして「若者」の自立が 1、2 件紙面に登場する程度であったが、1993 年（第
4 期）以後になると「若者」の自立はより多く議論され始め、1999 年の 28 件を筆頭にその









図 1 下段のグラフからは、まず第 1 期において自立する主体として取り上げられていた
対象は、「国」であることが分かる。1947 年に 4 件の記事が載って以後、徐々に記事数は
増え、1951 年に 19 件とピークを迎え、翌年 8 件まで頻度は低下するが、1953 年には 20
件とさらに増加している。その後徐々に記事数は減少し、1958 年には 0 件にまで減少した。 
第 2 期において、自立する主体として取り上げられていた対象は、引き続き「国」が挙
げられる。記事数は 5 件前後で上下しており、1973 年に 52 件と「国」の自立が朝日新聞
の動向を上回るほど突出して多く説かれている。第 3 期に入るとその記事件数は減少する





1983 年の 13 件でピークを迎え、その後 2005 年まで年 10 件前後を上下しながら、中程度
の数値を占めていると言えよう。 
「障害者」の自立に関する記事は、1971 年以後年に 1～2 件程度取り扱われていたもの
が、第 3 期に入る 1978 年以後増加している。1978 年の 19 件、1981 年の 21 件をピークと
し、毎年 10 件前後の記事が新聞に取り上げられるようになっている。第 4 期前半にあたる
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表 2 類似複合語の変更一覧 














 障害者自立支援 障害者自立支援法 自立支援法案 障害者自立法案 自立支援法 
 被災者自立支援金 自立支援金    
経済自立 自立経済 経済的自立 経済自立計画 経済自立策  
自立心 自立意識 自立志向 自立意欲   
自立計画 自立計画     
自立判定 自立認定     
行政自立 行財政自立 財政自立    
自立生活 自立生活センター     
自立策 自立計画     
自立塾 若者自立塾     
 





 第 4 期後半、自立を担う主体として描かれることが多いのは｢若年者｣である。1979 年以





朝日新聞とまったく同じタイミングの 1979 年（第 3 期）に、6 件の記事が紙面に載ってい












る頻度の推移を KH coder を用いて数えなおした。その後、使用頻度の推移を第 1 期:1926
～1959 年、第 2 期:1960～1977 年、第 3 期:1978～1987 年、第 4 期 1988～2007 年という
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時代区分ごとにグラフ（図 2 上段）に表し確認した。 
｢自立｣という言葉は、単独で用いられたり、固有名詞と並列して用いられたりすること
が多いが、複合語として用いられることも多い。例えば、｢自立｣を含む複合語のうち使用
頻度が最も多かったものは｢自立支援｣であり、715 件（全 4726 記事中 15.13%）の記事が
掲載された。次に多く使用されていた複合語は、「自立更正」であり 213 件（4.41%）、次い
で「自立心」142 件、「経済自立」の 141 件（2.92%）、「自立生活」の 61 件（1.28%）と続
いている。 
文末資料 2 に図 2 を示す。これら使用頻度の多い「自立｣を含む複合語に関して、年ごと
の使用頻度の推移を示したものが、図 2 上段である。グラフの縦軸に示されているのが、「自
立」を含む複合語の朝日新聞に載った頻度である。横軸は掲載年を示している。 















支援｣であり、220 件（全 2379 記事中 9.2%）の記事が掲載された。次に多く使用されてい
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心｣「自立更正」「自立支援」という言葉が連関して用いられるようになっている時期が、
1996 年まで続く。しかし 1997 年以後、｢自立支援｣が飛びぬけて多い用法となり定着して
いく様子が伺われる。また、1999 年以後、｢自立塾｣という言葉が用いられ始めている。 
 
3.3 分析Ⅱ 時代ごとの特徴 
3.3.1 第 1 期 1926～1959 年：「国」としての「経済的自立」 




治 10）年 5 月 24 日には「女性も自立の世入り婿志願は腰抜けぞろい教員になり両親を養
う」という記事が読売新聞に掲載されている。 
しかし、第 2次世界大戦下に入ると「自立自戦体制の確立（読売新聞 1945 年 6月 11 日）」、




くのことであった。例えば、「外人記者の直言：自立と援助の関係（読売新聞 1950 年 4 月
19 日）」では、「もう 2 年の内におそらく日本はどこからの援助もなしにどうにか自立でき
るようになるだろう」と外国人記者ヘッスル・ティルトマン氏が予想している。また「み
んなの貯蓄で自立の途を（朝日新聞 1953 年 10 月 17 日）」と呼びかけがかかるように、「自
立」とは主に「経済的自立」をさす言葉として用いられている。 
また、サンフランシスコ講和条約及び日米安全保障条約が批准される頃には、「自立の用
意はできているか（朝日新聞 1952 年 3 月 26 日社説）」といった記事に見られるように、「日
本」の「自立心」を問い、アメリカ（の軍事力）に依存しつつも「自立」を謳うことに対










                                                  
40 高野実 1951～1953 年総評事務局長 
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を紹介した記事である「自立の尊さを説く（朝日新聞 1971 年 1 月 5 日）」や「自立した言

















3.3.3 第 3 期：1978～1987 年：「自立」混迷期 
分析Ⅰの結果からは、1974 年以後記事数としては増えていくのに対し、それを担う主体
が複数取り上げられていることから、第 2 期の終末から第 3 期へ向けて、運動の質の変遷
とともに「自立」の用法は混迷状況に向かっていったと読み取ることができる。その例と
しては、「フーコー氏「権力」を語る 規律社会いまや危機 多様、自立的な人間増え（朝
日新聞 1978 年 4 月 18 日）」、「親の望む子ども像 家庭のしつけ 本社世論調査 自立心あ
り意欲的（読売新聞 1979 年 1 月 3 日）」、「未婚の母五年で倍増 厚生省調べ「自立」の風
潮後押し？＿婦人（朝日新聞 1979 年 11 月 16 日）」などが挙げられる。そこでは、「国の自
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のコンピューターセンター（朝日新聞 1992 年 12 月 25 日）」や「第４９回障害者自立更生











                                                  
41 例えば、「中国帰国家族の自立支援の会発足 課題解決へ活動開始（朝日新聞 1990 年 10
月 2 日）」など。 
42 例えば、「途上国の自立を促す政府開発援助に（読売新聞 1991 年 7 月 4 日）」など。 
43 例えば、「いきいきセンター北部館、東淀川区に完成 女性の自立支援（朝日新聞 1993
年 6 月 17 日）」など。 
44 例えば、「患者の自立支援へ これからの看護考える 横浜でフォーラム（朝日新聞 1994
年 3 月 13 日）」など。 
45 例えば、「食料配給は避難所の宿泊者だけ 震災被災者に自立の動き“加速”（読売新聞
1995 年 3 月 4 日）」など。 
46 例えば、「路上生活者を支援へ 都、自立支援センター設置の対策案（朝日新聞 1996 年
6 月 26 日）」など。 
47 例えば、「不登校高校生の自立支援 オアシスプログラム（朝日新聞 1999 年 9 月 14 日）」
など。 
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るようになったことを指している。 
 





3.4.1 第 1 期:1926～1959 年：「就労による自立」 
 第 1 期の中でも明治から第 2 次世界大戦以前まで、そして終戦後暫くの間は障害者の自
立は新聞記事に掲載されていない。読売新聞において唯一掲載されている記事は、1888（明




戦後最初に確認された障害者の自立に関する記事は、1953 年 5 月 21 日朝日新聞に掲載
された「身体障害者に輝く表彰 苦難超えて自立更生」というものである。これは、時計
店を営む身体障害者が、厚生大臣表彰を受けたことを取り上げる記事である。1954 年 8 月




3.4.2 第 2 期:1960～1977 年：「就労による自立」 
 第 2 期の自立も、引き続き労働によって達成されるものとして扱われている。例えば 1965
年 12 月 10 日に読売新聞に掲載された「障害乗り越え見事に自立 交換手の岡田さんら青
年 7 人を表彰 雇い主の二人も」では身体障害者の、1976 年 10 月 25 日に朝日新聞に掲載
された「耳の不自由な人の店 札幌 差別感なく働ける」では、聴覚障害者の就労が語ら
れている。 




3.4.3 第 3 期:1978 年～1987 年：「生活のあり方としての自立」への転換 
 第 3 期「自立」の用法が混迷する時期に、新聞における障害者の「自立」の姿も変化を
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害者は自立を（読売新聞 1981 年 10 月 8 日）」と日本の障害者に向けて自立を呼びかけてい
る。翌年にも 12 人の障害者運動家が来日し、国際交流をしたことが紹介されている（読売
新聞 1982 年 10 月 12 日「自立探る障害者：先進国アメリカから 12 人」）。 
 このような「自立」をめぐる交流は、施設を出て地域で暮らすという形の「自立」の登
場に結びついていく。「“自立”した重度障害者 アパートでがんばる小山内さん（朝日新
聞 1980 年 11 月 15 日）」「あき江さん一緒に住もう：重度障害者の自立に共同生活ハウス（読










方向を総合的に盛り込む。これが「障害者自立、全国民の力で（読売新聞 1981 年 11 月 24
日）」と唱和された。続いて、障害者の自立を手助けしようとする健常者の取り組みが紙面
を飾るようになる。例えば、「障害者の自立を目指す 中島和江さん（読売新聞 1982 年 2
月 20 日）」「障害者自立へ藍染め展 世田谷の竹ノ内睦子さん（朝日新聞 1983 年 12 月 13




新聞 1982 年 6 月 19 日「ぷりずむ 機能改善より自立」）」というように、就労による「自
立」から、生活のあり方を指す「自立」へと軌道修正しようとする記事も見られる。 








3.4.4 第 4 期 1988～2007 年：「支援による自立」 
図 1 に示した「自立」の記事件数が転換を見せる時期には、生活のあり方としての「自
 61











な CIL の趣旨及びその手法は、1988 年 7 月 25 日の朝日新聞においても「ピア・カウンセ
リング 障害者が障害者の自立を援助」と強調されている。 
 ところが、以後登場する記事においては、例えば「障害者の自立へ手助け 通所授産施




























































 しかしこのような抵抗やむなく、障害者の自立とは「障害者自立 国が目標値 施設入
所を 1 万人減 精神科の 5 万人退院 民間雇用年 8000 人（朝日新聞 2006 年 2 月 9 日）」
と記されているように、国が数値目標を掲げて支援するものへと変化していった。 
 時期としてはすでに、障害者自立支援法が成立する時へと近づいている。やがて 2005 年
10 月 13 日読売新聞の社説には、次のような見出しが躍る。「障害者支援法 保護から自立
への大きな転換だ」。周囲にいるものによる障害者のための「自立支援」が重要なものとな
 63
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表 3 身体障害者福祉法総則規定の改正（出典：矢嶋, 2008） 
 
1949 年制定法 1951 年改正法 1967 年改正法 1984 年改正法 1990 年改正法 2005 年改正法 
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表 4 障害者基本法総則規定の改正（出典：矢嶋, 2008） 
1970 年心身障害者対策基本法 1993 年障害者基本法 2004 年改正法 





























































































































 第 3 章 ｢自立｣の変遷 
の用法が拡大進化していった（矢嶋, 2008）。そして 3 度目の改正に当たる 1984 年の改正
では第 2 条が大きく書きかえられ、それまで（更生への努力）とされていた見出しが（自
立への努力および機会の確保）となる。さらに 1990 年の改正時には、法の設置目的として
「自立」を促進することが第 1 条に明示されるようになった。 
続いて、表 4 に示した障害者基本法法則規定についても確認しておきたい。1970 年心身
障害者対策基本法においては第 6 条（自立への努力）、第 11 条（重度心身障害者の保護等）
において「自立」という言葉が用いられている。 
しかし、1993 年の障害者基本法への改正時には、第 1 条（目的）に「自立」が盛り込ま
れるようになる。これは、国連障害者年、国連障害者の 10 年の目標テーマである「完全参
加と平等」の理念を条文化したためとされている（矢嶋, 2008）。ちなみに、第 6 条、第 11
条の扱いは心身障害者が障害者という表記に変わるのみで、それほど変化していない。 
一方 2004 年の改正においては、第 1 条（目的）における「自立」がさらに強調され、障
害者本人や家族の努力義務を示した第 6 条が削除された。また、どのような能力や適正の
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インタビュー対象者は、障害者を雇用している 4 つの事業所で働く従業員 13 名である。
インタビュー対象者一覧を表 1 に示した。事業所 P は卸売り小売業を営む中企業であり、
知的障害をもつ 30 代女性従業員 A 氏がインタビューに応じた。事業所 Q は電気機器製造
業を営む大企業の特例子会社であり、身体障害をもつ 30 代男性従業員 B 氏、知的障害をも




 第 4 章 権力として立ち現れる「自立」 
 
表 1 調査受け入れ事業所及び対象者の概要 
事業所 事業形態（業種） 対象者 
P 中企業（卸売･小売業） A（知的・30 代女性） 
Q 大企業（電気機器製造
業）特例子会社 B（身体・30 代男性）, C（知的・20 代男性 
R 社会福祉法人（老人福
祉施設） 




H（知的・20 代男性）, I（知的・20 代男性）,J（知的・20 代男性）,K（知的・
20 代男性）, L（知的・20 代女性）, M（知的・20 代女性） 
つ 30 代男性従業員 C 氏がインタビューに応じた。事業所 R は老人福祉施設を営む社会福
祉法人であり、知的障害をもつ 40 代男性従業員 D 氏、知的障害をもつ 40 代男性従業員 E
氏、知的障害をもつ 40 代女性従業員 F 氏、知的障害をもつ 30 代女性従業員 G 氏がインタ
ビューに応じた。事業所 S は教育研究機関を営む独立行政法人であり、知的障害をもつ 20





平成 18 年 9 月から平成 19 年 2 月、平成 20 年 9 月から平成 21 年 12 月の間、基本的に
調査者がそれぞれの事業所や居宅を訪問し、1 時間から 2 時間程度のインタビューを実施し
た。A 氏に関しては A 氏の自宅近くの喫茶店にてインタビューを実施した。A 氏へのイン




ーにて音声を録音し、すべての内容を文字に起こした。総録音時間は計 26 時間 53 分であ











A 氏は、18 歳で旧養護学校を卒業した後、A 氏の母親が設立した無認可作業所に通った。
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 ところが、A 氏のみ彼女の母親が立ち上げた作業所を 3 年ほどで退所することになる。

























事業形態を拡大する際の機械化を理由に 2 年間で退職する。1 年間ほどハローワークに通っ
た後、T 市にある現在の事業所 P への就職が決まる。 
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 第 4 章 権力として立ち現れる「自立」 
A 氏は事業所 P へ勤めて 10 年目に入る50。当初は、同じ事業所 P の食堂にて食器洗いを






事業所 P に勤めて 3 年経った時点で A 氏は独立し、以前通所授産に通っていた社会福祉
法人が営む旧自活訓練施設の通勤寮から仕事に通うことになる。そして、その 2 年後には、

























話人が滞在するのは夜 8 時までであり、翌朝までの 4 人の生活を下支えする存在は皆無に
                                                  
50 調査当時 
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なった。 
 この頃から、A 氏にそれまでにはなかった妄想が発症するようになる。そして、妄想が入

































                                                  
51 下の階の住人は一般家庭であったが、受験生のいる家庭であったという。 
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業所 P での同僚との関係が限界まで悪化する。 
 
3.1.4 破綻した「自立」 
























































































 しかし、その「自立」の形はいつも立ち行かなくなる。それは A 氏にとっての「自立」
                                                  
52会話中にふと彼女は心配になり筆者に対し先回りして注意しているのである。 
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事業所 S に勤める H 氏は、今年 20 歳になったばかりの男性である。支援学校卒業後、
近隣にある（旧法でいう）知的障害入所施設に入所し、そこで就労支援を受けた。その後
事業所 S に就労し共同生活介護（ケアホーム）を利用して事業所 S の近隣地域に居を構え
た。 



























































事業所 S で働く M 氏は、知的障害のある 20 代女性である。当初は支援学校を出て近隣
にある社会福祉法人の（旧法でいう）知的障害入所施設に入る予定だったが、「担任の先生
が反対して」自宅から通所して訓練に通うことになる。入所施設には高校在学中の夏休み
                                                  
53 インタビューを実施した際の I氏と筆者との関わりは、知り合ってから 1 年程度経過し、
顔を合わせるのは 30 回目前後の状況である。 
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 事業所 S で働く L 氏は幼少のころから病弱で入院や手術を繰り返していた。退院した日
に自宅で倒れるなど健康面に不安を抱える中、1 日中屋外に出て清掃作業をする現在の仕事
に就くとは想像できなかったという。現在も服薬があり月に 1 度通院している。 
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あとは MD ソフトとか。CD の音楽を MD に移すのが好きだから。 















事業所 Q に就職する。 
 
                                                  










































 まず、C 氏は自らの「自立」は達成されていないと言明しつつも、A 氏らの辿ったような
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以上の内容が、平成 18 年 9 月から平成 19 年 2 月、平成 20 年 9 月から平成 21 年 12 月
という長期の調査において得られた「自立」に関する語りの全てである。「自立」について

















































も一度は挫折しているからだ。また、C 氏に関しても最初の就職先を 1 年未満で退職して
いることから、挫折経験があることが伺われる。その挫折とは生産性を身につけることと
引き換えに、社会へ統合し「自立」させようとする声に対応する取り組みの挫折である。 
しかし、現在の A 氏親子や C 氏の語りからは、「自立」を忠実に実践する途上にある人々、






















第 3 章、第 4 章を通して「自立」に関する悲観的な現実が明らかになったからといって、
今後も「今ここにある自立」ではなく「もっと良い自立」へと追われ続けなければならな




















































































査で注目する点は、第 5 章では障害者従業員が参入することで生じるジレンマ、第 6 章で
はジレンマを克服する術と労働の変容、第 7 章では職場適応援助者が 2 つの言説の整合性
を導き出すために用いるツール、である。 
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 第 5 章 障害者労働の場にある交換とジレンマ 
 
表 1 事業所 X 清掃担当部署の構成員（2008 年 12 月時点） 
障害者従業員 佐藤さん（30 代男性）、他 知的障害者従業員 15 名 
健常者従業員 部署長（40 代男性）、事務員（50 代男性）、鈴木さん（50 代男性）、田中さん（40 代男性）、








調査者は 2008 年 9 月から現在まで、事業所 X の清掃担当部署に、おおよそ週に 1 度ボ
ランティアスタッフとして訪問し、フィールドワークを実施した。本章では、この際に備
忘録的にメモを取ったフィールドノートに加え、事業所 X の従業員に対し行ったインタビ
ューをもとに構成する。フィールドノートは約 32500 字（標準的な書式の A4 用紙 27 枚程
度）、インタビューは総録音時間 13 時間 4 分、これを文字に起こしたトランスクリプトは
標準的な書式の A4 用紙 116 枚分である。 
事業所 X 清掃担当部署は、2008 年 12 月の時点で健常者従業員 8 名、障害者従業員 16
名によって構成されていた。当該部署の責任者兼人事担当者である 40 代男性従業員が 1 名、
事務担当者である 50 代男性が 1 名、清掃担当者である 50 代男性が 4 名、50 代女性が 1 名、
20 代女性が 1 名、以上が健常者従業員 8 名の内訳である。障害者従業員は全員清掃を担当
しており、30 代男性従業員が 1 名、20 代男性従業員が 10 名、20 代女性従業員が 5 名在籍
している。人事担当者と事務担当者のみが事業所 X の正規職員であり、他の健常者従業員
及び障害者従業員全員、つまり清掃担当者全員が非正規職員である。そのうち本稿に頻出









9:40～ 3 グループに分かれ、屋内・屋外の清掃 
12:00～ 昼休憩 
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仕事は進んでいるのだ、良いではないか。（2008 年 11 月 20 日のフィールドノート） 
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「やっぱりそうなんですか。」   （2009 年 1 月 22 日のフィールドノート） 
 










































































































 第 5 章 障害者労働の場にある交換とジレンマ 
すいものではないし、変えようとしても前例がないと変えられないし。部署によって
は（障害者を雇うことを）全然検討する気すらない。本当は誰も真剣に障害者雇用を








授産施設 Y では、障害者従業員に月額数千円～2 万円が工賃として支払われていた56。例
えば、授産施設 Y での仕事の一つにポケットティッシュにチラシを入れて箱詰めするとい
う単価 1 円の作業があった。これは、調査者自身が行っても 1 時間に 500 個完成させるの
が精一杯の作業である。つまりは健常者が働いたとしても、1 時間あたり 500 円の利益しか
生み出せないものであり、こういった採算の合わなさが数千円～2 万円の工賃という形で現














                                                  
56 従業員と記述しているが実際は福祉サービス利用者である。支払われている金銭も給与
ではなく工賃と呼ばれる。 
57 厚生労働省が 2007 年に発表した平成 18 年度の福祉向上及び授産施設の平均月額工賃は
12,222 円である。 













障害者従業員：それは、私も思ったね。（2009 年 4 月 23 日のフィールドノート） 
 
5 考察 





























（例えば中川, 2007; 丸山, 2007; 中川, 2009）。 
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ていることは、「ここは福祉じゃない」と「それ（採算）についてはもう考えたくない」と









価 1 円を切るような仕事ばかりでは採算が合わない。 










5.3 2 つのジレンマが意味するもの 





























































































 第 5 章 障害者労働の場にある交換とジレンマ 
ている。市場の外部には家族や国家が存在し、その土台には贈与が編み込まれている。こ








































第 1～4 章の結果をふまえた本章と、続く第 6 章、第 7 章に共通する目的は、障害者労働
の現場から異化＆統合への手がかりを探し出し、同化主義的社会への対策を見出すことで
ある。 
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64 本調査は平成 18年度大学院GP大阪大学大学院フィールドワーク支援基金の支援を受け
て実施された。また本稿は、2009 年に公表した「『障害者』の無力化に規範が及ぼす影響―
就労場面を通した分析」障害学研究 5, 164-186.に加筆修正したものである。  
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インタビュー対象者は、障害者を雇用する 5 つの事業所で働く従業員 17 名である。イン
タビュー対象者一覧を表 1 に示した。事業所αは電気機器製造業を営む大企業であり、人
事担当者であり障害者従業員の上司である 40 代男性従業員 C1 がインタビューに応じた。
事業所βは供給業を営む大企業であり、障害者従業員の上司である 50 代男性従業員 C2、
人事担当者である 40 代男性従業員 C3、障害者従業員の元同僚である 30 代女性従業員 C4
がインタビューに応じた。事業所 P は卸売り小売業を営む中企業であり、60 代男性従業員
C7、障害者従業員の上司である 30 代女性従業員 C8、知的障害である 30 代女性従業員 A
がインタビューに応じた。事業所 Q は電気機器製造業を営む大企業の特例子会社であり、
60 代男性従業員 C5、60 代男性従業員 C6、身体障害をもつ 30 代男性従業員 B、知的障害
をもつ 30 代男性従業員 C がインタビューに応じた。事業所 R は老人福祉施設を営む社会
福祉法人であり、障害者従業員の上司である30代女性従業員C9、40代女性人事担当者C10、
知的障害を持つ 40 代男性従業員 D、知的障害を持つ 40 代男性従業員 E、知的障害を持つ
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表 1 調査受け入れ事業所及び対象者の概要 
事業所 事業形態（業種） 対象者（C1～C11 は健常者従業員、A～G は障害者従業員。括弧内は障害者に対
する関係） 
α 大企業（電気機器製
造業） C1（人事担当者・上司・40 代男性） 
β 大企業（供給業） C2（上司・50 代男性）, C3（人事担当者・40 代男性）, C4（元同僚・30 代女性）
P 中企業（卸売･小売
業） C7（理事長・60 代男性）, C8（同僚・30 代女性）, A（知的障害・30 代女性） 
Q 大企業（電気機器製
造業）特例子会社 




C9（上司・30 代女性）, C10（人事担当者・上司・40 代女性）, D（知的・40 代
男性）, E（知的・40 代男性）, F（知的・40 代女性）, G（知的・30 代女性） 
40 代女性従業員 F、知的障害を持つ 30 代女性従業員 G がインタビューに応じた。事業所 S




平成 18 年 9 月から平成 19 年 2 月の間、調査者がそれぞれの事業所を 2 回から 18 回訪







した。総録音時間は計 33 時間 4 分であり、これを文字に起こしたトランスクリプトは標準








                                                  







 第 6 章 障害者労働の場にある規範 
表 2 インタビュー対象者に事前送付した質問項目 
1. インタビュー対象者にとってご自身の働く意義は何ですか？ 
2. 障害を持った方が働くことについて、どう思われますか？ 








析した結果、次に示す 5 つの特徴が見出された。なお、この 5 つの特徴は調査先となった
事業所 5 ヶ所に対応するものではなく、全ての事業所に対する調査結果を合わせた結果、










































































した。（中略）（そこで）、a さんと b さん週替わりで指導していったのですよ。でも、a































































































































































































そして、彼はその扱いに一度失敗しているのである。しかし、事業所 Q は今でも C 氏にフ
ォークリフトの仕事を任せ、それだけの仕事の責任を負わせている。 
C 氏の語りからは、彼の犯した失敗の実際の責任を、上司である誰かが引き受けたことを























































第 5 章で報告した事業所 X の状況に類似している。第 5 章では、事業所 X に関し労働を記
述する言説の一元化を悪循環の要因として指摘した。ここではさらに考察を進める前に、
                                                  
67 様々な社会的障壁によって障害者が依存状態に置かれること。詳しくは、序章を参照さ
れたい。 
68 くわしくは第 7 章にて解説している。 
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69 デュルケーム著 宮島喬訳（1895=1978）社会学的方法の規準 岩波文庫 
70 ハーバーマス著 細谷貞雄・山田正行訳（1994）公共性の構造転換 未来社 
71 カイヨワ著 多田道太郎・塚崎幹夫訳（1958=1990）遊びと人間 講談社学術文庫 
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Baudrillard, J. (1970) La société de consommation. Edition Denoël. ジャン ボードリヤ
ール著 今村仁司・塚原史訳（1995）消費社会の神話と構造 紀伊国屋書店 
カイヨワ著 多田道太郎・塚崎幹夫訳（1958=1990）遊びと人間 講談社学術文庫 
デュルケーム著 宮島喬訳（1895=1978）社会学的方法の規準 岩波文庫 
藤村正之 1995 Overview 仕事と遊びの社会学 岩波講座現代社会学 20 仕事と遊び
の社会学 岩波書店 
ハーバーマス著 細谷貞雄・山田正行訳（1994）公共性の構造転換 未来社 
井上俊 1977 遊びの社会学 岩波書店 
倉本智明 2006 だれか、ふつうを教えてくれ！ 理論社  
































                                                  
73 本章は文部科学省平成 17 年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（大学院 GP）フ
ィールドワーク支援基金の援助を受けて行った調査に基づいている。また本稿は、2007 年
に公表した｢職場適応援助者事業に関する一考察｣ （大阪大学人間科学研究科紀要 33 巻 
pp.113-128）に大幅に加筆修正したものである。 
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 第 7 章 職場適応援助者が用いる戦略 
 
































































民間社会福祉法人、地方自治体の運営する就労支援機関の 3 つの団体に所属する計 8 人で
ある。対象者の一覧を表 1 に示す。インタビューは 2005 年 10 月及び 11 月に、3 人と 5 人









コード毎に分類された話題の特性を導き出した。インタビュー総録音時間は計 3 時間 35 分
であり、これを文字に起こしたトランスクリプトは標準的な書式設定の A4 用紙計 25 枚分
である。 





 第 7 章 職場適応援助者が用いる戦略 




  「やっていてよかった」と思ったエピソード 
逆にガッカリしたり、失望したりしたエピソード 
         （人手が足りないと感じるか、周囲の協力が足りないと感じるか）
3）受け入れ事業所側の現状とニーズ 
  受け入れ事業所との関係はどのようなステップで作っているのですか？ 
  受け入れ事業所側からはどんな相談が持ち掛けられますか？ 
  対応に困ったり、悩んだりした時は、どのように解決していますか？ 
  （どんな情報がもっと欲しいと思いますか？）
4) キーパーソンの現状とニーズ 
  キーパーソンとなる人はすぐに見つかりますか？ 
  どのようなタイプの人を選んでいますか？ 
  ジョブコーチとキーパーソンとの援助のバランスはどのようにとっていますか？ 
  理解を得るためによく使う戦略の様なものはありますか？ 
5）就業している障害者の現状とニーズ 
  どれくらいの頻度で勤務していますか？ 
  急に状態が悪くなったときの対応はどうしていますか？    
他にどんなサービス・制度があればいいと思いますか？ 
6）技術的なことや心配なことを十分相談できるような体制はありますか？ 
   （相談場所の性格を明確にする、フォーマルかインフォーマルか）
  ジョブコーチが集まって会議などを行うことはありますか？ 
どんな事を相談することが多いですか？ 
7）ジョブコーチ事業に対する満足度 
  ジョブコーチ事業の制度に不満を感じた事はありますか？ 
  どんなところが満足で、どんなところが不満足ですか？ 












































































































































 第 7 章 職場適応援助者が用いる戦略 
いましたね。 
JCf：1 ヶ月は色々やらせてもらって、そこで「なんかがんばっているみたいだから、
もう 1 ヶ月様子を見よう」。で、この前その 2 ヶ月が終わり「じゃあ、もう少しきて
ください」ということになって。そこで雇用形態を整えたりしました。以前の契約
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等との連携－．職リハネットワーク 52, 10-15 
Barnes, C., Mercer, G. & Shakespeare, T. (1999) Exploring Disability： A Sociological 
Introduction. （コリン・バーンズ ジェフ・マーサー トム・シェイクスピア〔杉
野昭博 松波めぐみ 山下幸子〕ディスアビリティ・スタディーズ―イギリス障































































































































































































































































































































Polanyi, K. (1944) The great transformation： The political and economic origins of our 
time. Beacon Pr. （ポランニー著 野口建彦 楢原学 訳 2009 大転換 東洋経済新聞社） 
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